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株　主　各　位

第71回定時株主総会招集のご通知に際しての
インターネット開示事項

１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合すること
を確保するための体制その他業務の適正を確保する体
制

２．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
３．連結株主資本等変動計算書
４．連結注記表
５．株主資本等変動計算書
６．個別注記表

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（https://www.maruchan.co.jp/）に掲
載することにより開示しております。

東洋水産株式会社

表紙
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取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保する体制

　当社は取締役会において、内部統制システム構築に関し次のとおり決議しております。
⑴　経営の基本方針
  　当社及び当社の子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）は、「Smiles for 

　　All.すべては、笑顔のために。」という企業スローガンの下で「食を通じて社会に貢献する」　
　　「安全で安心な食品とサービスを提供する」ことを当社グループ全体の責務として果たすことに
　　より、消費者や取引先の皆様から支持され、信頼される企業グループとなることで、企業価値の
　　最大化を図り、社会、株主、従業員等すべてのステークホルダーの皆様にとっての利益増大を目
　　指す。

⑵　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①　経営監督機能の強化と経営の透明性の更なる向上を目指し、各業務執行における個々の取締

役の責任の所在を明確にする職務分掌と組織を整理する。
②　法令及び定款並びに社会規範に適合することを確保するための体制（以下「コンプライアン

ス体制」という。）の強化を目的とする各種規程（以下「コンプライアンスに係る規程」と
いう。）を定め、取締役はコンプライアンスに係る規程に従い、その職務を執行し、当社グ
ループの業務の適正を確保する。

　　③　取締役の職務の執行がコンプライアンスに係る規程に適合しているか否かについてのチェッ
ク体制は、取締役が相互に監督、監視を行い、更に監査役の監査を受けることにより確保す
る。なお、当社の取締役会には独立性の高い社外取締役及び社外監査役が出席し、取締役の
職務の執行に関する監督機能の更なる強化を図る。

⑶　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　文書管理規程を定め、取締役の職務の執行に係る各情報を保存し、管理する。

⑷　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　①　財産損失のリスク、収入減少のリスク、賠償責任リスク、人的損失リスク及びビジネスリス

　　　　クなど、経営に重要な影響をもたらす可能性のあるリスクの回避、低減等を行うために、リ
　　　　スク管理に関する規程を定める。
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②　各部門の担当役員及び使用人は、リスク管理に関する規程に従い、自部門に内在するリスク
を把握、分析、評価した上で適切な対策を実施する。

　③　監査部門は、各部門のリスク管理状況について、業務から独立した視点で監査を実施する。
　④　事業活動上の重大な事態が発生した場合には、「危機管理基本規程」に則り、対策本部を設

　　　　置し、かかる事態に起因する損失・被害を最小限にとどめるべく迅速な対応を行う。

⑸　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　当社グループにおける事業の効率性の確保を目的とした職務分掌と組織を整理する。
②　取締役は職務分掌に従い職務を執行する。当社の取締役会は原則月１回の開催以外にも、必

要あるごとに機動的に開催し、当社グループ全体を視野に入れた充実した審議を行い、時宜
に応じた機動的な職務を執行し得るよう迅速な意思決定を下せる体制を維持する。

③　当社社長主導により、業務執行責任者が出席する連絡会議を原則として毎週開催し、重要な
稟議事項及びその他報告事項について検討を行い、情報の共有を図る。

⑹　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　①　コンプライアンス体制を整備し、コンプライアンスに係る規程の制定並びに研修等のプログ

　　　　ラムを策定し、コンプライアンスの徹底を図る。
　②　コンプライアンス体制の整備においては、使用人の職務の執行が法令及び定款並びに社会規

　　　　範に適合しているか否かに係るチェック体制の整備も含めるものとする。

⑺　企業集団における業務の適正を確保するための体制
①　当社グループ各社の代表取締役等に対して必要に応じて当社取締役会への出席を求め、業務

の執行状況に関して説明の機会を設ける。また、当社グループ各社が行う事業は、当社の関
連する事業本部が一元的に統轄する。

　②　当社の監査部門は、コンプライアンスに係る規程に従い、当社グループ各社に対して、業務
　　　　の適正の確保の状況について、業務から独立した視点から監査を実施する。

③　当社監査役は、当社グループ各社の監査役の監査報告書を閲覧し、当社グループ各社の取締
役等の職務の執行を確認すると共に、当社グループ各社の監査役との定期的な情報交換会を
実施し、状況の把握に努める。

　　④　当社グループにおいて生じ得る企業の健全性を損ないかねない取引及び行為に関するレポー
トラインを整備して、当社グループ各社における不適切・非通例的な取引を防止する措置を
講ずる。
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⑻　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事
項及び取締役からの独立性に関する事項

　①　監査役の職務を補助するための使用人（以下「監査補助使用人」という。）を置くことを監
　　　　査役が求めた場合、当該監査役及び監査役会と協議のうえで必要な監査補助使用人を配置す
　　　　る。

　②　監査補助使用人は監査役のみの指示命令に基づき業務を実施する。なお、監査補助使用人に
　　　　は調査等の業務権限を付与し、役職員は必要な協力を行う。

　③　監査補助使用人の人事異動・人事評価・懲戒処分は、監査役会の同意を得なければならない
　　　　ものとする。

　⑼　取締役及び使用人等が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　①　監査役監査が実効的に行われるよう必要かつ適切な情報を適時に収集できる体制を整備する。

この体制の整備にあたっては、取締役及び使用人が各監査役の要請に応じて必要な事項をす
みやかに報告することができるようにするほか、取締役及び使用人が自発的に当社グループ
に重大な影響を与える事項を監査役に報告できる機会を設ける。

　②　当社グループ各社の取締役及び使用人等が、当社グループに重大な影響を与える事項を自発
　　　　的に報告できるよう制度を整備すると共に、その活用の実効性を確保するべく監査役も報告
　　　　窓口とし、かつ当該報告を理由として通報者が不利益な取り扱いを受けない体制を整備する。

　⑽　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行につい
　　　て生ずる費用又は債務の処理に係る方針
　　　監査役の職務に必要な費用は監査役の監査計画に応じて予算化し、有事における監査費用につ

いても監査役又は監査役会の要請により適切かつ迅速に前払いあるいは償還するものとする。

　⑾　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　①　監査役会と代表取締役との定期的な意見交換会を実施する。
　②　会計監査人から監査内容について説明を受け情報交換を行うなど連携を取る。

　　③　業務を執行する役員及び各支店、事業所等を統括する職員について、定期的に直接面談する
　　　機会を設ける。
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　⑿　財務報告の適正性を確保するための体制
　　　財務報告の適正性を確保するため金融商品取引法に基づき、財務報告に係る内部統制が有効か
　　つ適切に行われる体制を整備することにより、当社及び子会社について全社的な内部統制や業務
　　プロセスについて継続的に評価し必要な改善を図る。

　⒀　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　①　社会的秩序を乱し健全な企業活動を阻むあらゆる団体・個人との一切の関係を遮断し、いか

　　　　なる形であっても、それらを助長するような行動をとらない。
　②　当社グループでは、反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方を行動規範に明記し、周知

　　　　する。また、弁護士等専門職の協力の下、警察等と密に連携し、情報収集に努める。

－ 4 －
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業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループの内部統制システムの運用状況の概要は以下のとおりであります。

　⑴　コンプライアンス体制に関する運用状況
　　　当社グループでは「東洋水産グループ行動規範」を定め、「コンプライアンス・マニュアル」
　　に記載して全役職員に配布、掲示しております。法務部は「コンプライアンス勉強会」を当社及
　　び国内子会社の全事業所において開催し、役職員のコンプライアンス意識の浸透に努めておりま
　　す。
　　　また、当社グループ共通の内部通報窓口を設置し、通常の職制とは異なる報告ルートを設けて
　　おります。通報先は社内窓口、当社監査役、弁護士事務所の３箇所を用意し、いずれにおいても
　　通報者が不利益を受けない旨を規定しております。

　⑵　取締役の職務執行の適正性・効率性に関わる運用状況
　　　当社では取締役会を毎月開催しております。取締役会において各取締役は担当する職務の執行
　　状況を報告し、相互にその適正性や効率性について審議しております。取締役会の専決事項を除
　　く職務執行上の意思決定は「稟議規程」に基づき、重要性の高い稟議事項は代表取締役が決裁し、
　　それ以外の稟議事項は業務執行担当取締役が決裁することにより効率性を高めております。
　　　また、社長主導による業務執行責任者が出席する連絡会議を毎月数回開催し、稟議事項及びそ
　　の他の報告事項について事前に検討するとともに、情報共有に努めております。

　⑶　リスク管理体制に関する運用状況
　　　当社グループではリスク管理に関する規程に則り、自部門に内在するリスクの把握、分析、評
　　価を行い適切な対策を検討、協議し必要に応じて見直しを行っております。内部監査部は当社各
　　部門及び子会社のリスク管理状況及び法令遵守状況を業務から独立した視点でモニタリングして
　　おります。その結果は、当該部門の責任者、当社の代表取締役及び監査役に報告しております。

　⑷　グループ企業の業務の適正性に関する運用状況
　　　子会社の取締役は必要に応じて当社の取締役会など重要会議に出席し、業務の執行状況を報告
　　しております。また、「稟議規程」において定められた重要な稟議事項は当社の代表取締役の決
　　裁を受けております。
　　　内部監査部は子会社に対する監査を定期的に実施しており、業務の適正性をモニタリングして
　　おります。その結果は、当該子会社の責任者、当社の代表取締役及び監査役に報告しております。
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　⑸　監査役に関する運用状況
　　　社外監査役を含む監査役は、代表取締役と定期的に面談を実施し、その監査所見に関し意見交
　　換をするとともに、会計監査人及び内部監査部門とそれぞれ年数回、情報交換会を開催すること
　　により連携を強化しております。また、監査役は当社グループにおける重要な会議等に出席し、
　　監査に必要な情報の収集に努めるほか、当社各部門及び子会社に対して監査を実施する際には、
　　役職員が自発的に報告できる機会を設けております。内部通報制度では監査役に直接通報するこ
　　とが可能な監査役窓口を設置しております。
　　　監査役の職務を補助する専門部署としては監査役室を設置しております。同室員は監査役の指
　　揮命令のもと職務を行い、人事異動・人事考課は監査役の同意を得て行っております。

　⑹　その他の内部統制に関わる運用状況
　　①　財務報告の適正性を確保するための体制に関する運用状況
　　　内部統制部は当社グループの財務報告に係る内部統制の整備と運用の状況について評価を実施
　　　し、その結果は取締役や監査役に定期的に報告するとともに、会計監査人（独立監査人）の監
　　　査を経て内部統制報告書として開示しております。
　　②　反社会的勢力排除に関する運用状況
　　　取引先との契約締結に際して、必ず反社会的勢力排除に関する記載を盛り込んでおります。

株主総会
選任・解任 選任・解任 選任・解任

監査役会
監査役４名（うち社外監査役２名）

監査役室

内部監査部 各部署

代表取締役会長
代表取締役社長
担当取締役

法務部

取締役会
取締役15名（うち社外取締役２名）

監査

補佐

連携

監査

連携

助言
・
指導

連携

監査

会
計
監
査
人

顧
問
弁
護
士

コーポレート・ガバナンス体制
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連結株主資本等変動計算書
(2018年 4  月 1  日から
2019年 3  月31日まで)

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 18,969 22,942 240,580 △8,227 274,265
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △6,127 △6,127
親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

18,438 18,438

自己株式の取得 △1 △1
非支配株主との
取引に係る親会
社 の 持 分 変 動

△0 △0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － △0 12,311 △1 12,309
当 期 末 残 高 18,969 22,942 252,891 △8,228 286,574

その他の包括利益累計額
非支配

株主持分 純資産合計その他
有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ

損益
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の
包括利益

累計額合計
当 期 首 残 高 9,680 △39 △1,941 △2,057 5,642 10,974 290,881

当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,127
親 会 社 株 主 に
帰 属 す る
当 期 純 利 益

18,438

自己株式の取得 △1
非支配株主との
取引に係る親会
社 の 持 分 変 動

△0

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 (純 額 ) 172 38 3,996 214 4,421 116 4,537

当 期 変 動 額 合 計 172 38 3,996 214 4,421 116 16,847
当 期 末 残 高 9,853 △1 2,054 △1,843 10,063 11,090 307,729

　(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１．連結の範囲に関する事項

⑴　連結子会社の状況
①　連結子会社の数　　　　　　　23社
②　主要な連結子会社の名称　　　フクシマフーズ㈱

ユタカフーズ㈱
マルチャン,INC.

⑵　非連結子会社の状況
①　主要な非連結子会社の名称　　ヤイズ新東㈱

東和エステート㈱
②　連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社５社は、いずれも小規模であり、合計の総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要
な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外してお
ります。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した関連会社の状況

①　持分法適用の関連会社数　　　１社
②　会社の名称　　　　　　　　　仙波糖化工業㈱

⑵　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況
①　主要な会社等の名称　　　　　ヤイズ新東㈱

東和エステート㈱
②　持分法を適用しない理由　　　非連結子会社５社及び関連会社３社は、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみ
て、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響
が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分
法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法によっております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
②　たな卸資産　　　　　　　　　主として、月次移動平均法による原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）によっております。
⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産
を除く）

主として、定率法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社は、1998年４月１日以降
に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～50年
機械装置及び運搬具　 4年～12年

②　無形固定資産（リース資産
を除く）

定額法を採用しております。
ただし、当社及び国内連結子会社が所有するソフトウエア
（自社利用）については、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

③　リース資産
ア．所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

－ 9 －
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イ．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　主として、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特
定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

②　役員賞与引当金　　　　　　　当社及び国内連結子会社は、役員の賞与の支給に備えるた
め、将来支給見込額を計上しております。

③　役員退職慰労引当金　　　　　一部の国内連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備え
るため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上
しております。

④　関係会社事業損失引当金　　　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、財政状態等を勘
案して必要と認められる額を計上しております。

⑷　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と
して処理しております。
　なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用の円貨への換算は、連結決算日の直
物為替相場により換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑸　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約については振当処理の要件を充たしている
場合には振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　内規に基づき、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動
リスクを回避するため、原則として、個別取引ごとにヘッ
ジ目的で為替予約を行っております。
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④　ヘッジ有効性の評価の方法　　ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動を直接結び付けて判定
しております。為替予約においては、契約締結時にリスク
管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為
替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているので連結決算
日における有効性の評価を省略しております。予定取引に
おいては、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行っ
ております。

⑹　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
①　退職給付に係る会計処理の

方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会
計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算
定式基準によっております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主として10年）による定額法により費
用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理しております。
なお、一部の国内連結子会社は退職給付債務の算定にあた
り簡便法を採用しております。

②　消費税等の会計処理 当社及び国内連結子会社の消費税等の会計処理は、税抜方
式によっております。
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（未適用の会計基準等）
・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2018年３月30日　企業会計基準委員

会）
・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2018年３月30日

企業会計基準委員会）

（1）概要
　　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識

に関する包括的な会計基準の開発を行い、2014年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASB
においてはIFRS第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は2018
年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は2017年12月15日より後に開始する事業年
度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する包括的な会
計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、
IFRS第15号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15
号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これ
まで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、比較可能性を損なわせな
い範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

（2）適用予定日
　　2022年３月期の期首から適用します。

（3）当該会計基準等の適用による影響
　　「収益認識に関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響額については、現時点

で評価中であります。

（表示方法の変更）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等

を当連結会計年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延
税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 185,009百万円

有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．保証債務 11百万円

当社の従業員の借入に対し、債務保証を行っております。

（連結損益計算書に関する注記）
　１．減損損失
　　　当連結会計年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類
北海道小樽市 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及

び運搬具
茨城県潮来市 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及

び運搬具等
静岡県焼津市 事業用資産 土地

　当社及び連結子会社は、事業用資産については事業を基礎とし、遊休資産については個別物件単位
でグルーピングをしております。
　事業用資産については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失（200百万円）として特別損失に計上いたしました。減損損失の内訳は、建物及び
構築物３百万円、機械装置及び運搬具27百万円、土地169百万円、その他１百万円であります。な
お、当該資産の回収可能価額は使用価値または正味売却価額により測定しております。使用価値によ
り測定しているものは、将来キャッシュ・フローがマイナスと見込まれるため、備忘価額で評価して
おり、正味売却価額により測定しているものは、固定資産税評価額等に基づき合理的に算定された価
額で評価しております。
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当 期 首 株 式 数 当期増加株式数 当期減少株式数 当 期 末 株 式 数

発行済株式

普通株式 110,881 － － 110,881

自己株式

普通株式 8,751 0 － 8,752
　(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加の内訳は以下のとおりであります。

単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　　0千株
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２．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2018年６月28日
定時株主総会 普通株式 3,065百万円 30円 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年10月31日
取締役会 普通株式 3,065百万円 30円 2018年９月30日 2018年12月５日

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
　2019年６月27日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと
おり提案しております。

決議予定 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 4,087百万円 利益剰余金 40円 2019年３月31日 2019年６月28日

（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金運用については短期的な預金、当社グループ間の短期的な貸付金（キ
ャッシュマネジメントシステム）等に限定しております。また、資金調達については、当社グ
ループ間の短期的な借入金（キャッシュマネジメントシステム）等による方針であります。デ
リバティブは、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替相場変動リスクを回避するために利用し、
投機的な取引は行っておりません。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　有価証券は、短期で決済される国内譲渡性預金であります。投資有価証券は、市場価格の変
動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、殆どが１年以内の支払期日であります。
　短期借入金は、主として当社グループ間の短期的な借入金（キャッシュマネジメントシステ
ム）であります。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調
達を目的としたものであります。
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　デリバティブ取引は、外貨建の営業債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的
とした為替予約であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、
ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている
「重要なヘッジ会計の方法」をご覧ください。

⑶　金融商品のリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、内規に従い、営業債権について取引先ごとに期日管理及び残高管理を行い、主な
取引先の信用状況を半年ごとに把握するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早
期発見や軽減を図っております。連結子会社についても、当社の内規に準じて管理を行って
おります。
　デリバティブ取引の利用に当たっては、相手先の契約不履行によるリスクを軽減するため
に、信用度の高い金融機関とのみ取引を行っております。

②　市場リスク（為替や市場価格等の変動リスク）の管理
　当社及び一部の連結子会社は、外貨建営業債務について、為替予約を利用して、為替変動
リスクをヘッジしております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（主として取引先企業）の財務状況等を
把握しております。
　当社は、デリバティブ取引については、内規に基づき、当該取引を必要とする部署で取引
が行われ、契約の内容、残高照合等の確認をするとともに、その状況を経理部長あてに報告
しております。一部の連結子会社においても、当社の内規に準じて管理を行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社は、各部署からの報告等に基づき、経理部が適時に短期及び長期の資金繰計画を立案
するとともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。連結子会社
におきましては、資金管理の効率化を推進する目的でキャッシュマネジメントシステムを導
入し、流動性リスクの管理をする等しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定
された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

⑸　信用リスクの集中
　当連結会計年度の連結決算日現在における営業債権のうち29.9％が特定の大口顧客に対す
るものであります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含め
ておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

⑴現金及び預金 86,280 86,280 －
⑵受取手形及び売掛金 54,432 54,432 －
⑶有価証券 32,000 32,000 －
⑷投資有価証券

関連会社株式 2,624 2,166 △457
その他有価証券 25,176 25,176 －

資産計 200,513 200,056 △457
⑴支払手形及び買掛金 26,320 26,320 －
⑵短期借入金 644 644 －
⑶リース債務(※1） 3,919 4,031 111

負債計 30,884 30,996 111
デリバティブ取引(※2） (1) (1) －

　(※1）　１年内に返済予定のリース債務は、リース債務に含めております。
　(※2）　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
　　　　　項目については（ ）で示しております。
　(注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金、並びに⑶有価証券
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。なお、有価証券は短期で決済される国内譲渡性預金であります。
⑷投資有価証券
　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

－ 17 －

連結注記表



2019/05/27 11:21:40 / 18482449_東洋水産株式会社_招集通知（Ｆ）

負債
⑴支払手形及び買掛金、⑵短期借入金
　これらはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によ
っております。
⑶リース債務
　これらの時価については、元利金の合計額を同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割
り引いて算定する方法によっております。

２．非上場株式、非連結子会社株式及び関連会社株式（連結貸借対照表計上額2,609百万円）については、
市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると認められるため、⑷投資有価証券には含め
ておりません。

（賃貸等不動産に関する注記）
　当社及び一部の連結子会社は、東京都その他の地域に賃貸用及び遊休の不動産を有しております。
当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は282百万円（主な賃貸収益は売上高に、
賃貸費用は売上原価に計上）であります。
　また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連結貸借対照表計上額 連結決算日に

おける時価当期首残高 当期増減額 当期末残高
1,700 1,720 3,420 8,834

　（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であり
ます。

２．当期増減のうち、当連結会計年度の主な増加額は、冷蔵事業における一部の冷蔵倉庫について、賃
貸等不動産として使用される割合の重要性が増加していることに伴い、当連結会計年度より賃貸等
不動産の範囲に含めた影響額（1,175百万円）によるものであります。

３．時価の算定方法
主として路線価に基づいて自社で算定した金額であります。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 2,904円55銭
２．１株当たり当期純利益 180円54銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
( 2018年 4 月 1 日から

2019年 3 月31日まで )
（単位：百万円）

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金
利 益
剰 余 金
合 計

特別償却
準  備  金

固定資産
圧　　縮
積  立  金

固定資産
圧縮特別
勘     定
積  立  金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰  余  金

当 期 首 残 高 18,969 20,155 2,360 22,516 2,593 49 7,630 － 42,000 68,673 120,946
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 △27 27 －
固定資産圧縮積立金の積立 212 △212 －
固定資産圧縮積立金の取崩 △215 215 －
固定資産圧縮特別勘
定 積 立 金 の 積 立 82 △82 －
剰 余 金 の 配 当 △6,130 △6,130
当 期 純 利 益 11,239 11,239
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △27 △2 82 － 5,057 5,108
当 期 末 残 高 18,969 20,155 2,360 22,516 2,593 21 7,627 82 42,000 73,730 126,055

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
繰延ヘッジ
損   　  益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △9,989 152,442 8,977 △24 8,953 161,395
当 期 変 動 額

特別償却準備金の取崩 －
固定資産圧縮積立金の積立 －
固定資産圧縮積立金の取崩 －
固定資産圧縮特別勘
定 積 立 金 の 積 立 －
剰 余 金 の 配 当 △6,130 △6,130
当 期 純 利 益 11,239 11,239
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 483 25 508 508

当 期 変 動 額 合 計 △1 5,107 483 25 508 5,616
当 期 末 残 高 △9,990 157,550 9,460 0 9,461 167,012

　(注)　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

（継続企業の前提に関する注記）
　該当事項はありません。

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法によっております。
②　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法によっております。

時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法によっております。
⑵　たな卸資産

①　商品及び製品　　　　　　　　月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）によっております。

②　仕掛品　　　　　　　　　　　月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）によっております。

③　原材料及び貯蔵品　　　　　　月次移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切
下げの方法）によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を

除く）
定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　15年～50年
機械装置及び運搬具　４年～12年

－ 20 －
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⑵　無形固定資産（リース資産を
除く）

定額法を採用しております。
ただし、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお
ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

⑶　リース資産
①　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
を採用しております。

②　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

３．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨換算し、換算差額は損益として処理
しております。

４．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金　　　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。

⑵　役員賞与引当金　　　　　　　　役員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額を計上し
ております。

⑶　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において発
生していると認められる額を退職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき計上しております。過去勤務費用は、その
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。数理計算
上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残
存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により
按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理して
おります。

⑷　関係会社事業損失引当金　　　　関係会社の事業に伴う損失に備えるため、財政状態等を勘
案して必要と認められる額を計上しております。
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５．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約につ

いて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採
用しております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　ヘッジ手段………為替予約
ヘッジ対象………外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

⑶　ヘッジ方針　　　　　　　　　　内規に基づき、外貨建金銭債権債務に係る将来の為替変動
リスクを回避するため、原則として、個別取引ごとにヘッ
ジ目的で為替予約を行っております。

⑷　ヘッジ有効性の評価の方法　　　ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動を直接結び付けて判定
しております。為替予約においては、契約締結時にリスク
管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為
替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の
変動による相関関係は完全に確保されているので決算日に
おける有効性の評価を省略しております。予定取引におい
ては、実行可能性が極めて高いかどうかの判断を行ってお
ります。

６．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
⑴　退職給付に係る会計処理　　　　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務

費用の会計処理方法が、連結計算書類と異なっております。
⑵　消費税等の会計処理　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）
（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等
を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負
債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

（貸借対照表）
　前事業年度において「流動資産」の「その他」に含めて表示しておりました「関係会社短期貸
付金」（前事業年度12,399百万円）は金額的に重要性が増したため、当事業年度より区分掲記し
ております。

（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 103,537百万円

　有形固定資産の減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。
２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

金銭債権 3,592百万円
金銭債務 5,808百万円

３．保証債務 11百万円
　当社の従業員の借入に対し、債務保証を行っております。
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（損益計算書に関する注記）
１．関係会社との取引高の総額

営業取引
売上高 6,916百万円
仕入高 59,673百万円
販売費及び一般管理費 429百万円

営業取引以外の取引高の総額 5,109百万円
２．減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
場所 用途 種類

北海道小樽市 事業用資産 建物及び構築物、機械装置及
び運搬具

　当社は、事業用資産については事業を基礎とし、遊休資産については個別物件単位でグルーピ
ングをしております。
　事業用資産については、収益性が低下したことにより、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額を減損損失（20百万円）として特別損失に計上いたしました。なお、当該資産の回収
可能価額は使用価値により測定しております。使用価値については、将来キャッシュ・フローが
マイナスと見込まれるため、備忘価額で評価しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数

普通株式 8,702 0 － 8,703
　(注)　普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取り請求によるものであります。
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）
退職給付引当金 3,634百万円
関係会社株式評価損 1,463
貸倒引当金 925
減損損失 706
譲渡損益調整資産 688
未払賞与 460
投資有価証券評価損 264
その他 773

繰延税金資産小計 8,918
評価性引当額 △3,949

繰延税金資産合計 4,968
（繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金 △3,856
固定資産圧縮積立金 △3,365
譲渡損益調整資産 △314
固定資産圧縮特別勘定 △36
その他 △22

繰延税金負債合計 △7,594
差引：繰延税金負債の純額 △2,626
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内
訳
法定実効税率 30.6％
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △7.9
住民税均等割 0.5
評価性引当額の増減 1.5
法人税額の特別控除額 △3.2
その他 0.1
税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.9
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（関連当事者との取引に関する注記）

種類 会社等の名称 所在地 資本金
(百万円) 事業の内容

議 決 権 等
の 所 有
(被所有 )
割 合

（％）

関 連 当 事 者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目 期末残高
(百万円)

子会社

八戸東洋
株式会社

青森県
八戸市 200

即席麺添付品
の製造、フリ
ーズドライス
ープ製品の製
造

100.0
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 △442 関 係 会 社
短期借入金 3,257

フクシマフーズ
株式会社

福島県
桑折町 222 包装米飯の製

造 100.0
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 △4,330 関 係 会 社
短期借入金 －

株式会社酒悦 東京都
台東区 100

漬物の製造販
売、即席麺の
製造

100.0
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 55 関 係 会 社
短期借入金 2,957

宮城東洋
株式会社

宮城県
石巻市 50

魚 介 類 の 買
付・加工・販
売、冷蔵庫、
製氷

100.0
魚介加工品の
下請生産、
資金の貸付

資金貸借取引 214 関 係 会 社
短期貸付金 3,794

ユタカフーズ
株式会社

愛知県
武豊町 1,160

調味料の製造
販売、即席麺
及び生麺の製
造

50.9
当社加工食品
の下請生産、
資金の借入

資金貸借取引 － 関 係 会 社
短期借入金 5,500

埼北東洋
株式会社

埼玉県
加須市 50 冷蔵庫 100.0 貨物の寄託

資金の貸付 資金貸借取引 4,961 関 係 会 社
短期貸付金 6,713

　(注)　取引条件及び取引条件の決定方針等
　資金の貸付及び借入利率については、当社の規程に基づき、市中金利等を勘案し協議の上決定してお

ります。
なお、取引金額は、期中の増減の純額を記載しております。

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 1,634円52銭
２．１株当たり当期純利益 110円00銭

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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